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都道府県警察施設整備費補助金

１

警察本部
警察署 新築・建替

交番・駐在所 沖縄県のみ

S62～

・根拠法令
警察法第37条第３項、警察法施行令第３条（法律補助）
・補助率
１０分の５

H24（当初）～ H25

耐震改修
・基準額
施工面積 × 補助単価（＠４３，７８０円）

新築・建替

対象施設



東日本大震災の地震による警察庁舎被害状況
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福島県
・警察本部
・棚倉警察署

茨城県（７警察署）

・太田警察署
・下妻警察署
・取手警察署
・水戸警察署
・鉾田警察署
・鹿嶋警察署
・稲敷警察署

茨城県水戸署 茨城県水戸署

警察本部東分庁舎 警察本部東分庁舎



新たに平成24年度当初予算から
「警察施設の耐震改修」に対し補助
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・補助対象
県警察本部、警察署庁舎の耐震改修（工事費）に対し補助

・補助率
１０分の５

・基準額
施工面積 × 補助単価（＠４３，７８０円）

耐震壁ブレース工法

茨城県取手署 新潟県糸魚川署
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都道府県警察施設耐震改修予算の概要

内閣府（警察庁）所管

平成24年度当初予算額 ２９４百万円（復興特会）（２本部・９署）

平成24年度補正予算額 ４２２百万円（一般会計）（１０署）

平成25年度当初予算額 ４３４百万円（一般会計）

（新規１０署、継続１本部・３署）

復興庁所管

平成24年度当初予算額 １１７百万円（復興特会）（７署）

平成25年度当初予算額 １７９百万円（復興特会）（新規５署、継続１署）

※ レビューシートについては復興庁で作成
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警察施設（警察本部）の年度別耐震化状況

総数５１本部（方面本部含む）

耐震化済 1 3 0 1 2

建 替 1 0 0 0 1

改 修 0 3 0 1 〈1〉 1

※〈 〉は、補助事業による改修本部数で内数
この外、愛知県（H24～H27：補助事業）耐震改修
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警察署数
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耐震化済 36 43 28 29 38
建 替 11 10 5 10 9
改 修 25 33 23 19 〈11〉 29 〈19〉

※〈 〉は、補助事業による改修署数で内数
この外、26年度末耐震化完了分が７警察署
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警察施設（警察署）の年度別耐震化状況
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50%以下
50～70%
70～80%
80～90%
90%以上
100%

都道府県別耐震化率（警察署）の進捗状況
Ｈ２５．３．３１現在

全 国 1,175署
うち耐震性

有 966署
無 209署

耐震化率 82.2%
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都道府県別耐震化（警察署）の進捗状況

都道府県別耐震化（警察署）の進捗状況
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平成２４年度 耐震改修経費実績（警察署）

・事業費合計 １４億円

・補助金（交付額）合計 ５億円

耐震改修実施警察署 １６警察署

・事業費 ８，７００万円

・補助金（交付額） ３，０００万円

・実質補助率 ３４．９％

（補助率 ５０％ → ７警察署）

平均（１警察署当たり）
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警察施設（本部・警察署）整備に係る予算額の推移

予算額
新築・建替

（億円）

・継続分（１本部、７警察署）（H26～H27） １０億円
・新規分

警察本部（１本部） １億円 程度
警察署（@3,000万円×70警察署） ２１億円 程度

（参考）
・建替

継続分（13警察署） ６０億円 程度
新規分（4本部、@5億円×75警察署） ４６０億円程度

２６年度以降の耐震化に要する経費（試算）
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各施設の耐震化率の向上

20年度

警察施設
（警察本部・警察署） 69.0%
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消防施設（消防本部、消防署所）

公立学校

（小中学校）
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行政庁舎（庁舎）

３．１１

発災

※警察施設以外の数値については、消防
庁、厚生労働省、文部科学省のHP（公表
資料）から
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（病院のうち、災害拠点病院
及び救命救急ｾﾝﾀｰ）

(24.4.1)

(23.4.1)

(22.4.1)

(21.4.1)

平成24年度予算等の
事業完了後の耐震化
率見込み


